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中　監　第 259 号

　中津市長　奥　塚　正　典　殿

中津市監査委員 岡　　　雅　一

中津市監査委員 木ノ下　素　信

いて次のとおり意見を提出する。

令 和 7 年 7 月 22 日

令和６年度中津市公営企業決算審査意見について

地方公営企業法第３０条第２項の規定に基づき審査に付された、令和６年度中

津市公営企業の決算及び証書類、その他関係書類を審査したので、その結果につ
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　1.　文中及び表中で用いる百分率は、原則として小数点以下第２位を、金額の千

　　円単位は、千円未満をそれぞれ四捨五入している。

　　  このため、各表間の比率金額等で突合しない場合もあり、合計値と一致しな

　　い場合がある。

　2.　構成比（％）は、合計が100となるよう一部調整した。

　3.　収入割合とは、収入予算額に対する収入済額の割合で、執行率とは、支出予

　　算額に対する支出済額の割合である。

　4.　「ポイント」とは、パーセント間又は指数間の単純差引数値である。

　5.　符号の用法は次のとおりである。

　　　（ 0.0  ）……該当数値はあるが単位未満のもの

　　　（0、－ ）……該当数値のないもの又は算出不能や算出不要のもの

　　　（  △　）……減少又は不足

　　　（大幅増）……計数が1,000％以上増加したもの

　　　（大幅減）……計数が1,000％以上減少したもの

　　　（皆  増）……前年度に該当数値がなく、当年度に該当数値があるもの

　　　（皆  減）……前年度に該当数値があり、当年度に該当数値がないもの

凡　　例
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　第 1. 審査の対象

令和６年度　中津市病院事業決算

令和６年度　中津市診療所事業決算

令和６年度　中津市水道事業決算

令和６年度　中津市下水道事業決算

　第 2. 審査の期間

　　　　　　

令 和 7 年 6 月 13 日 から 令 和 7 年 7 月 22 日 まで

　第 3. 審査の方法

　　　決算審査に当たっては、市長から提出された決算書類について、会計諸帳簿と照合

　　するとともに、必要に応じて関係職員の説明を聴取し、事業の経営内容を把握するた

　　め各計数の分析を行い、経済性の発揮及び公共性の確保を主眼として審査した。

　第 4. 審査の結果

　　　審査に付された決算諸表の計数は正確であり、また経営成績及び財政状態を適正に

　　表示しているものと認める。

　　　なお、審査の概要及び意見については、次のとおりである。

令和６年度 中津市公営企業決算審査意見
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1. 事業の概要 

(1) 利用状況 

  施 設 の 利 用 状 況 （単位：床､人､日､％）

1日平均患者数の推移

232.8 230.6 239.9 229.4 229.5 

267.2 272.9 
294.0 293.2 

303.9 

220

260

300

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

人/日

外来

入院
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(2) 職員数の状況 

　 職 員 数 の 状 況 （単位：人）

 ※医療職２：薬剤師・診療放射線技師・臨床検査技師・臨床工学技士・理学療法士・作業療法士・言語聴覚
  士・管理栄養士・歯科衛生士、医療職３：看護師・助産師・保健師  

 

2. 予算及び決算の状況 

(1) 収益的収入及び支出 

収益的収入 （単位：円、％）

収益的支出 （単位：円、％）
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(2) 資本的収入及び支出 

 

資本的収入 （単位：円、％）

資本的支出 （単位：円、％）

 

補 塡 財 源 調 書   （単位：円）

※消費税資本的収支調整額：消費税及び地方消費税は、収益的収支と資本的収支の差額分を一括して計算し収益的収入・支出としている。この
 ため、資本的収支上に消費税等の差引額は反映されていないことから、消費税等に係る資本的収支の差引額を補塡財源として充てるもの。
※損益勘定留保資金：現金支出を伴わない減価償却費に相当する額等。  
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(3) 建設改良費 



3. 経営成績

（単位：円、％）

比 較 損 益 計 算 書
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   収益構成( 千円）

   費用構成（ 千円）

 収益及び費用の内訳

8,359,618

9,040,990

給与費

47.1%

材料費

23.6%

経費 16.6%

減価償却費

6.7%

その他医業費用 0.7%

支払利息等 0.4%

⾧期前払消費税償却費 0.3% 雑損失 4.2%

過年度損益修正損 0.4%

入院収益

63.8%

外来収益

25.8%

その他医業収益 1.5%

他会計負担金 0.8%

他会計補助金 1.8%

⾧期前受金戻入額 4.0%

補助金 0.3%

他会計負担金 1.3% その他医業外収益等 0.7%

過年度損益修正益 0.0%

医業収益

91.9%

医業外収益

8.1%

特別利益0.0%

医業費用

94.7%

医業外費用

4.9%

特別損失 0.4%
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(1) 医 業 損 益 

① 医 業 収 益 

円/人 入院患者1日1人当たり収益の推移

57,232 

61,587 
63,915 

62,191 63,675 

55,000

60,000

65,000

70,000

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和 5 年度 令和 6 年度
 

 

％ 病 床 稼 働 率 の 推 移

93.1 92.2 

96.0 

91.7 91.8 

90.0

95.0

100.0

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和 5 年度 令和 6 年度
 

円/人 外来患者1日1人当たり収益の推移

29,372 
30,548 30,724 29,846 

29,123 

25,000

30,000

35,000

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和 5 年度 令和 6 年度
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② 医 業 費 用 

％ 職員給与費対医業収益比率の推移

52.6 
50.5 

48.7 

52.8 
55.0 

45.0

50.0

55.0

60.0

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和 5 年度 令和 6 年度

健全経営目安(50％以下)

 
 

％ 材料費対医業収益比率の推移

27.8 
28.3 

28.7 28.4 
27.8 

27.0

28.0

29.0

30.0

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和 5 年度 令和 6 年度
 

 



- 16 - 

 

③ 医 業 損 益 

％ 医業収支比率の推移

93.7 94.2 
97.4 

92.9 
89.7 

85.0
90.0
95.0

100.0
105.0

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和 5 年度 令和 6 年度

理想比率(100％以上)

 

％ 修正医業収支比率の推移

93.1 93.6 
96.8 

92.3 
88.9 

85.0
90.0
95.0

100.0
105.0

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和 5 年度 令和 6 年度
 

(2) 医業外損益 

① 医業外収益 

② 医業外費用

③ 医業外損益
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(3) 経 常 損 益      

％ 経常収支比率の推移

100.7 101.0 101.1 

95.0 
92.8 

90.0

95.0

100.0

105.0

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和 5 年度 令和 6 年度

黒字(100％以上)

赤字

 

(4) 特 別 損 益 

  

(5) 当 年 度 損 益 

％ 累積欠損金比率の推移

0.0 0.0 0.0 

6.6 
12.0 

0.0

5.0

10.0

15.0

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和 5 年度 令和 6 年度
 



4. 財政状態

（単位：円、％）

比 較 貸 借 対 照 表

- 18 -



- 19 - 

 

(1) 資  産 

① 固定資産 

％ 有形固定資産減価償却率の推移

47.1 48.6 
51.6 50.4 51.6 

40.0

50.0

60.0

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和 5 年度 令和 6 年度
 

％ 器械備品減価償却率の推移

81.0 79.0 79.1 

65.8 
62.6 

60.0

70.0

80.0

90.0

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和 5 年度 令和 6 年度
 

百万円 １床当たりの有形固定資産の推移

46.9 46.7 47.2 

50.0 
51.3 

45

48

50

53

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和 5 年度 令和 6 年度  
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② 流動資産 

                                             未 収 金 等 の 状 況 （単位：円）

※未収金には保険診療報酬（2月分・3月分）含む。
 

(2) 負債及び資本 

 ① 固定負債 

② 流動負債
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企 業 債 の 概 況  （単位：円）

③ 繰延収益 

④ 資 本 金 

⑤ 剰 余 金 

 

(3) キャッシュ・フロー 
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5. むすび 



 別  表  1

(単位：千円、人、床)

 医業収益 ( )＋医業外収益 ( )

 医業費用 ( )＋医業外費用 ( )

 医業収益 ( )

 医業費用 ( )

 医業費用 ( )

 年延入院患者数 ( )

 年延病床数 ( )

 入院収益 ( )

 年延入院患者数 ( )

 外来収益 ( )

 年延外来患者数 ( )

 職員給与費 ( )

 医業収益 ( )

 材料費 ( )

 医業収益 ( )

 累積欠損金(当年度未処理欠損金) ( )

 事業の規模(医業収益) ( )

 有形固定資産減価償却累計額 ( )

( )

 器械備品減価償却累計額 ( )

 償却資産のうち器械備品の帳簿原価 ( )

( )

 年度末病床数 ( )

(注) １．分析項目は総務省の経営分析比較表の項目、数値は地方公営企業決算状況調査（決算統計）の数値を使用している。

２．類似団体の平均値は、総務省公表の経営比較分析表の数値を使用している。（類似団体区分：病床数200床以上～300床未満の82団体）

91.8
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8,563,611

9. 累積欠損金比率 (％)
922,986

×100

算         出         基         礎 令和 6 年度
類似団体
の平均値

令和 5 年度

中津市

×100

78.2

89.7 92.9

88.9 92.3
5,334,447

×100
126,3822,150,416

経　　営　　比　　較　　分　　析　　表

分    析    項    目

経
営
の
健
全
性
・
効
率
性

(％)

(円)

(円)

(％)7.
4,221,382

×100

8,563,611
2. 医 業 収 支 比 率

7,678,085
×100

83,776

(％)

(％)

(％)3. 修正医業収支比率

91.7 66.7

老
朽
化
の
状
況

92.8 95.0 93.8

企業の収益性(黒字赤字の判断基準)を示すもので、数値
が100％以上となっている場合、単年度の収支が黒字で
あることを示し、100％を超える数値が高いほど経営状
態が良好といえる。8,563,611 440,288

1. 経 常 収 支 比 率
7,678,085 679,277

3. 51,267,516

1.

2,136,179
×100 27.8

7,678,085

91,250
×100

×1000

×1000

2.

63,675

29,123

説　　　　　　　　　　明

4. 病 床 利 用 率

5.

6.

8.

81.4

医業活動から生じる医業費用に対する医業収益の割合を
示す指標で、医業活動における経営状況を判断するもの
であり、比率は高いほど良く、理想比率は100％以上で
ある。

医業活動から生じる医業費用に対する修正医業収益の割
合を示す指標で、医業活動における経営状況を判断する
ものである。

病院の施設が有効に活用されているか判断する指標であ
り、この比率が低い場合は、経費に相応する診療収入が
得られず、経営悪化の要因となる。

入院患者の平均単価を示す指標であり、経年比較で減少
傾向にある場合や、類似病院より下回っている場合は、
安定した収益が確保できるよう、改善へ向けての検討が
求められる。

外来患者の平均単価を示す指標であり、経年比較で減少
傾向にある場合や、類似病院より下回っている場合は、
安定した収益が確保できるよう、改善へ向けての検討が
求められる。

(円)

56,401

14,823

22.0

55.3

(％)

(％)

(％)

5,334,447

83,776

2,150,416

73,839

5,250,202
×100 71.462.6 65.8

52.8 63.4

28.4

50.451.6

62,191

29,846

49,654,54350,009,036

１床当たりの有形固定資産の保有状況を示す指標で、過
大な投資は将来的に収益的支出の増大につながることか
ら、類似病院平均より上回っている場合は、改善へ向け
ての検討が求められる。

12,816,879
×1000

250

3,284,121

7,678,085

×100
12,816,879

55.0

有形固定資産のうち医療器械備品の減価償却がどの程度
進んでいるかを示す指標で、資産の老朽化度合を表すも
のであり、一般的に100％に近いほど法定耐用年数に近
づいているといえる。

医業収益に対する職員給与費の割合を示すもので、一般
的に50％以下が望ましい。

医業収益に対する薬品等を含む材料費の割合を示すもの
で、類似病院より高い場合は、改善へ向けての検討が求
められる。

有形固定資産のうち償却対象資産の減価償却がどの程度
進んでいるかを示す指標で、資産の老朽化度合を表すも
のであり、一般的に100％に近いほど法定耐用年数に近
づいているといえる。

6,617,048

12.0 6.6 83.8
医業収益に対する当年度未処理欠損金の状況を示す指標
であり、累積欠損金が発生している場合は経年の状況も
踏まえながら、経営改善を図る必要がある。7,678,085



別 表  2

　(単位：円)

区　　　　　　　分

１．業務活動によるキャッシュ・フロー

　当年度純利益 △681,372,332

　減価償却費 602,967,383

　長期前払消費税償却費 26,270,992

　長期貸付金返還免除額 966,000

　特別修繕引当金の増減額（△は減少） △47,500,000

　退職給付引当金の増減額（△は減少） 61,053,978

　賞与引当金等の増減額（△は減少） 21,950,000

　長期前受金戻入額 △338,190,551

　受取利息及び受取配当金 △14,772,783

　支払利息及び企業債取扱諸費 35,892,147

　固定資産除却費 18,453,140

　未収金の増減額（△は増加） △125,772,524

　たな卸資産の増減額（△は増加） △998,495

　その他流動資産の増減額（△は増加） △271,785

　未払金の増減額（△は減少） 82,639,134

　その他流動負債の増減額（△は減少） 4,285,010

小　計 △354,400,686

　受取利息及び受取配当金 14,772,783

　支払利息及び企業債取扱諸費 △35,892,147

計　(A) △375,520,050

２．投資活動によるキャッシュ・フロー

　有形固定資産の取得による支出 △616,108,000

　国庫補助金等による収入 9,570,000

　一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 104,981,915

　長期前払消費税勘定計上額 △45,120,000

計　(B) △546,676,085

３．財務活動によるキャッシュ・フロー

　企業債の発行による収入 386,300,000

　企業債の償還による支出 △259,339,717

　出資金による収入 1,104,324

　リース債務支払額 △1,814,014

計　(C) 126,250,593

　資金増加額（又は減少額）　(A+B+C) △795,945,542

　資金期首残高 1,625,192,319

　資金期末残高 829,246,777

キャッシュ・フロー計算書

（令和6年4月1日～令和7年3月31日）

金　　額
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1. 事業の概要 

(1) 利用状況 

（単位：人､日､％）    施 設 の 利 用 状 況

1日平均患者数の推移

5.9 
8.4 8.7 

10.2 10.9 

5

10

15

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

人/日 外来

(2) 職員数の状況 

　 職 員 数 の 状 況 （単位：人）

 

2. 予算及び決算の状況 

(1) 収益的収入及び支出 
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収益的収入 （単位：円、％）

収益的支出 （単位：円、％）

(2) 資本的収入及び支出 

 

資本的収入 （単位：円、％）

資本的支出 （単位：円、％）



3. 経営成績

（単位：円、％）

比 較 損 益 計 算 書
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   収益構成( 千円）

   費用構成（ 千円）

 収益及び費用の内訳

102,351

102,172

給与費 32.7%

材料費 1.7%

経費 65.5%

支払利息等 0.0%
過年度損益修正損 0.1%

外来収益

41.1%

その他医業収益 0.0%

他会計補助金

46.5%

他会計負担金

12.4%

その他医業外収益等 0.0%

医業収益

41.1%
医業外収益

58.9%

特別利益 0.0%

医業費用

99.9%

医業外費用 0.0%

特別損失 0.1%
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(1) 医 業 損 益 

① 医 業 収 益 

 

円/人 外来患者1日1人当たり収益の推移

10,626 

11,812 
13,014 

11,697 

10,579 

10,000

12,000

14,000

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和 5 年度 令和 6 年度
 

 

② 医 業 費 用 

％ 材料費対医業収益比率の推移

3.0 
3.1 

3.8 3.8 
4.2 

2.5

3.5

4.5

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和 5 年度 令和 6 年度
 

 

 

％ 職員給与費対医業収益比率の推移

141.4 88.9 76.1 74.5 78.3 

0

50

100

150

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和 5 年度 令和 6 年度

健全経営目安(50％以下)
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③ 医 業 損 益 

％ 医業収支比率の推移

22.3 

34.7 
41.6 43.0 41.2 

20.0

40.0

60.0

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和 5 年度 令和 6 年度
 

(2) 医 業 外 損 益 

① 医業外収益 

 

② 医業外費用 

③ 医業外損益 
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(3) 経  常  損  益      

％ 経常収支比率の推移

90.0 91.1 
100.0 100.1 100.3 

80.0

100.0

120.0

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和 5 年度 令和 6 年度

黒字(100％以上)

赤字

 

(4) 特 別 損 益 

(5) 当 年 度 損 益 

％ 累積欠損金比率の推移

45.0 

23.4 
11.8 11.1 11.1 

0.0

30.0

60.0

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和 5 年度 令和 6 年度
 



4. 財政状態

（単位：円、％）

比 較 貸 借 対 照 表
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(1) 資  産 

① 固定資産 

％ 有形固定資産減価償却率の推移

72.0 

90.0 95.0 

50.0

75.0

100.0

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和 5 年度 令和 6 年度

(該当なし) (該当なし)

％ 器械備品減価償却率の推移

72.0 

90.0 95.0 

50.0

75.0

100.0

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和 5 年度 令和 6 年度

(該当なし) (該当なし)

 

② 流動資産 

(2) 負債及び資本

 ① 固定負債 
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企 業 債 の 概 況  （単位：円）

② 流動負債 

③ 繰延収益 

④ 資 本 金 

⑤ 剰 余 金 

 

(3) キャッシュ・フロー 
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5. むすび 



 別  表  1

（年延外来者数は決算統計にないので決算書より）

(単位：千円、人)

 医業収益 ( )＋医業外収益 ( )

 医業費用 ( )＋医業外費用 ( )

 医業収益 ( )

 医業費用 ( )

 入院収益( 0 )

 医業費用 ( )

 外来収益 ( )

 年延外来患者数 ( )

 職員給与費 ( )

 医業収益 ( )

 材料費 ( )

 医業収益 ( )

 累積欠損金(当年度未処理欠損金) ( )

 事業の規模(医業収益) ( )

 有形固定資産減価償却累計額 ( )

( )

 器械備品減価償却累計額 ( )

 償却資産のうち器械備品の帳簿原価 ( )

(注) 分析項目は総務省の経営分析比較表の項目、数値は地方公営企業決算状況調査（決算統計）の数値を使用している。

算         出         基         礎 令和6年度 令和5年度

医業収益に対する職員給与費の割合を示すもので、一般的
に50％以下が望ましい。78.3

外来患者の平均単価を示す指標であり、経年比較で減少傾
向にある場合は、安定した収益が確保できるよう、改善へ
向けての検討が求められる。

医業収益に対する当年度未処理欠損金の状況を示す指標で
あり、累積欠損金が発生している場合は経年の状況も踏ま
えながら、経営改善を図る必要がある。

100.1

企業の収益性(黒字赤字の判断基準)を示すもので、数値が
100％以上となっている場合、単年度の収支が黒字であるこ
とを示し、100％を超える数値が高いほど経営状態が良好と
いえる。

医業活動から生じる医業費用に対する医業収益の割合を示
す指標で、医業活動における経営状況を判断するものであ
り、比率は高いほど良く、通常は100％以上である。

43.0

有形固定資産のうち償却対象資産の減価償却がどの程度進
んでいるかを示す指標で、資産の老朽化度合を表すもので
あり、一般的に100％に近いほど法定耐用年数に近づいてい
るといえる。0

0

42,042
×1000

3,974

102,051
×100

-

有形固定資産のうち医療器械備品の減価償却がどの程度進
んでいるかを示す指標で、資産の老朽化度合を表すもので
あり、一般的に100％に近いほど法定耐用年数に近づいてい
るといえる。

医業収益に対する薬品等を含む材料費の割合を示すもので
ある。

医業活動から生じる医業費用に対する修正医業収益の割合
を示す指標で、医業活動における経営状況を判断するもの
である。

-

11,697

74.5

6. (％)

1,767

累積欠損金比率 (％) ×100
4,652

42,047

(％)

0

0

×100 -

×100 -

41.2

10,579

(％)

32,926

老
朽
化
の
状
況

1. (％)

11.1

×100 4.2 3.8
42,047

経
営
の
健
全
性
・
効
率
性

42,042 5

×100 41.2 43.0
102,051

×100

42,047

11.1

100.3

7.

2.
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経　　営　　比　　較　　分　　析　　表

分    析    項    目 説　　　　　　　　　　明

42,047 60,304

102,051 41

2. 医 業 収 支 比 率

1. 経 常 収 支 比 率 (％)

×100

(％)

42,047

4. (円)

3. 修正医業収支比率 (％)

5.



別 表  2

　(単位：円)

区　　　　　　　分

１．業務活動によるキャッシュ・フロー

　当年度純利益 179,393

　退職給付引当金の増減額（△は減少） 380,000

　賞与引当金等の増減額（△は減少） 198,000

　受取利息及び受取配当金 △10,489

　支払利息及び企業債取扱諸費 41,285

　未収金の増減額（△は増加） △236,332

　たな卸資産の増減額（△は増加） △11,958

　未払金の増減額（△は減少） 1,036,767

　その他流動負債の増減額（△は減少） △100,683

小　計 1,475,983

　受取利息及び受取配当金 10,489

　支払利息及び企業債取扱諸費 △41,285

計　(A) 1,445,187

２．投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 409,379

計　(B) 409,379

３．財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　企業債の償還による支出 △409,379

計　(C) △409,379

　資金増加額（又は減少額）　(A+B+C) 1,445,187

　資金期首残高 8,139,066

　資金期末残高 9,584,253

キャッシュ・フロー計算書

（令和6年4月1日～令和7年3月31日）

金　　額
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1. 事業の概要 

(1) 給水状況 

   給  水  状  況
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％ 有 収 率 の 推 移

90.43 

93.60 93.46 93.06 93.64 

85

90

95

100

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和 5 年度 令和 6 年度

(2) 建設改良事業 

％ 管路経年化率の推移

5.13 
4.59 

5.65 

8.10 7.88 

4.00
5.00
6.00
7.00
8.00
9.00

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和 5 年度 令和 6 年度
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％ 管路更新率の推移

0.66 0.61 0.68 
0.72 

0.36 

0.00

0.50

1.00

1.50

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和 5 年度 令和 6 年度
 

 

2. 予算及び決算の状況 

(1) 収益的収入及び支出 

収益的収入 (単位：円、％)

収益的支出 (単位：円、％)
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(2) 資本的収入及び支出 

 

資本的収入 (単位：円、％)

資本的支出 (単位：円、％)
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補 塡 財 源 調 書   （単位：円）

※消費税資本的収支調整額：消費税及び地方消費税は、収益的収支と資本的収支の差額分を一括して計算し収益的収入・支出としている。この
 ため、資本的収支上に消費税等の差引額は反映されていないことから、消費税等に係る資本的収支の差引額を補塡財源として充てるもの。
※損益勘定留保資金：現金支出を伴わない減価償却費に相当する額等。
※減債積立金：企業債償還金の財源としての積立金。



3. 経営成績

比 較 損 益 計 算 書
                       （単位：円、％)
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   収益構成( 千円）

   費用構成（ 千円）

 収益及び費用の内訳

1,601,233

1,448,037

原水及び浄水費

20.9%

受託工事費 0.3%

総係費

6.3%

業務費

8.8%

減価償却費

50.9%

資産減耗費 0.3%

支払利息等 5.4% 雑支出 0.1%

給水収益

80.3%

その他の営業収益 2.0%

受取利息 0.0%

分担金 1.8%

他会計補助金 0.6%

⾧期前受金戻入 12.5% 雑収益 2.8%

特別利益 0.0%

営業収益

82.3%

営業外収益

17.7%
特別利益0.0%

営業費用

94.5%

営業外費用

5.5%
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(1) 営 業 損 益 

①  営 業 収 益  

②  営 業 費 用  

円 給水原価の推移

173.27 173.13 
179.03 

188.54 
196.00 

170
180
190
200
210

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和 5 年度 令和 6 年度
 

 

 

③ 営 業 損 益  

％ 料金回収率の推移

115.33 115.73 
112.74 

107.35 
103.37 

100

110

120

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和 5 年度 令和 6 年度

健全経営目安(100％以上)
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(2) 営業外損益 

① 営業外収益 

② 営業外費用 

③ 営業外損益 

(3) 経 常 損 益 

％ 経常収支比率の推移

122.21 122.94 

119.82 115.23 
110.55 

100

110

120

130

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和 5 年度 令和 6 年度

健全経営目安(100％以上)

 
 

(4) 特 別 損 益 
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(5) 当年度損益 

 

％ 累積欠損金比率の推移

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 
0.0

5.0

10.0

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和 5 年度 令和 6 年度
 

 



4. 財政状態

     （単位：円、％）

比    較    貸    借    対    照    表
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(1) 資  産 

① 固定資産 

％ 有形固定資産減価償却率の推移

41.47 
42.55 

41.37 40.92 
41.96 

39

41

43

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和 5 年度 令和 6 年度
 

 

％ 施設利用率の推移

67.89 
65.68 66.12 65.67 66.07 

60

65

70

75

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和 5 年度 令和 6 年度
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② 流動資産 

未 収 金 等 の 状 況     (単位：円、％)

※未収金は水道料金の納期未到来分（2月分は4月納期・3月分は5月納期）を含む
 

 

％ 流動比率の推移

203.02 197.90 

272.49 
320.07 

293.18 

150

200

250

300

350

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和 5 年度 令和 6 年度

健全経営目安(200％以上)
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(2) 負債及び資本 

① 固定負債 

② 流動負債 

（単位：円）企 業 債 の 概 況

％ 企業債残高対給水収益比率の推移

415.86 
430.04 

482.67 
514.36 

563.33 

400

450

500

550

600

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和 5 年度 令和 6 年度
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③ 繰延収益 

④ 剰 余 金 

 

(3) キャッシュ・フロー 
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5. むすび 

  



別 表 1

(単位：千円)

営業収益 ( )＋営業外収益 ( ）

営業費用 ( )＋営業外費用 ( ）

当年度未処理欠損金 ( )

営業収益 ( )－受託工事収益 ( )

流動資産 ( )

流動負債 ( )

企業債現在高合計 ( )

給水収益 ( )

経常費用 ( ) -受託工事費 ( )　-材料及び不用品売却原価 ( )

-附帯工事費 ( ) -長期前受金戻入 ( )

年間総有収水量 ( 千ｍ3）

供給単価 ( 円)

給水原価 ( 円)

一日平均配水量 ( ㎥/日）

一日配水能力 ( ㎥/日）

年間総有収水量 ( 千ｍ3）

年間総配水量 ( 千ｍ3）

有形固定資産減価償却累計額 （ ）

有形固定資産のうち償却対象資産の帳簿原価 ( ）

法定耐用年数を経過した管路延長 ( 千m）

管路延長 ( 千m）

当該年度に更新した管路延長 （ 千m）

管路延長 ( 千m）

（注）1.　上記表の数値は、他団体との比較のために地方公営企業決算状況調査（決算統計）の数値を使用している。

　　　2.　県下企業は、大分県公表の経営比較分析表（大分県内16事業）の平均値を使用している。

　　　3.　類似企業は、総務省の経営比較分析表の類似団体区分（全国給水人口5万人以上10万人未満の188事業）による公表数値を使用している。

1.

2.

3.

0.00 0.00 3.07

93.64 93.06×100
6,341.68

管 路 更 新 率

12,251,827
×100

47.29

600.21

2.19

600.21

有 収 率8.

6.

7.

7,237,766

×100

-
  5

6
  -

説　　　　　　　　　　明

98.89

給水に対する費用が、どの程度給水収益で賄わ
れているかを表した指標で、100％を下回って
いる場合は、給水に係る費用が給水収益以外の
収入で賄われていることを意味する。

103.37 107.35 99.34

293.18 320.07 356.98 344.88
短期債務に対して応ずべき流動資産が十分ある
かを示し100％以上が必要であり、理想比率は
200％以上である。

2,632,046

経 常 収 支 比 率

累積欠損金比率

109.92

×100

304.02
企 業 債 残 高 対
給 水 収 益 比 率

563.33

897,751

18,554
×100

28,084

給水収益等の収益で維持管理費等の費用をどの
程度賄えているかを示すもの。100％以上であ
れば単年度の収支が黒字である。1,369,133

41.96 40.92 48.21
有形固定資産のうち償却対象資産の減価償却が
どの程度進んでいるかを示す。数値が高いほど
法定耐用年数に近い資産が多いことを示す。

23.19
法定耐用年数を超えた管路延長の割合を表す指
標で、管路の老朽化度合いを示している。

283,776

78,904

7.88

総配水量のうち、料金収入となる水量の割合を
示し、100％に近いほど施設の稼働状況が収益
に反映されているといえる。6,772.27

110.55

施設の利用状況や適正規模の判断指標であり、
一般的には高い数値であることが望まれる。66.07 65.67 62.12 58.77

514.36

8.10 22.71

51.79

80.53

流 動 比 率

施 設 利 用 率

当該年度に更新した管路延長の割合を表す指標
で、管路の更新ペースや状況を把握できる。0.36 0.72 0.57

管 路 経 年 化 率

202.60

196.00
料 金 回 収 率

86.95

196.00 188.54 164.69 174.52

×100

×100

×100 0.53

4,858 0

1,316,963
×100

1,284,826

×100

老
朽
化
の
状
況

経
営
の
健
全
性
・
効
率
性

29,200,474

(％)

(％)

(％)

(％)

(％)

(％)

(％)

(％)

(％)

(％)

有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 率

2.

3.

1.

4.

0

1,316,963

経　　営　　比　　較　　分　　析　　表

6 年度算　　　　　　出　　　　　　基　　　　　　礎

5年度

中津市
県下
企業

類似
企業

有収水量1㎥当たりについて、どれだけの費用
がかかっているかを表す指標である。

0 200,210

6,341.68

分    析    項    目

115.23

給水収益に対する企業債残高の割合であり、企
業債残高の規模を表す指標である。394.42

0

営業利益に対する累積欠損金の状況を表す指標
で、累積欠損金を発生していない0％であるこ
とが求められる。

1.02

109.05

5. 給 水 原 価 (円)

1,448,037



別 表 2

　(単位：円)

区　　　　　　　分

 １．業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　 当年度純利益 153,196,457

　　 　減価償却費 736,556,833

　　 　固定資産除却費 4,533,466

　　 　固定資産売却益（△は益） 35,836

　　 　引当金の増減額（△は減少） 708,226

 　　　長期前受金戻入額 △200,210,444

　　 　受取利息及び受取配当金 △769,566

　 　　支払利息 77,715,169

　　 　未収金の増減額（△は増加） △184,478,912

　　 　貯蔵品の増減額（△は増加） 639,634

　　 　前払金の増減額（△は増加） △255,159,840

　　 　未払金の増減額（△は減少） 198,178,219

　　 　預り金の増減額（△は減少） △700,184

小　計 530,244,894

　 　　利息及び配当金の受取額 769,566

　　 　利息の支払額 △77,715,169

計　(Ａ) 453,299,291

 ２．投資活動によるキャッシュ・フロー

　　 　固定資産の取得による支出 △1,360,608,084

　　 　固定資産売却による収入 90,000

　　 　補助金による収入 27,605,165

　　 　工事負担金による収入 47,656,317

計　(Ｂ) △1,285,256,602

 ３．財務活動によるキャッシュ・フロー

　　 　企業債による収入 1,223,200,000

　　 　企業債の償還による支出 △521,943,328

　　 　他会計からの出資による収入 211,435,000

計　(Ｃ) 912,691,672

 資金に係る換算差額 0

 資金増加額（又は減少額）　(Ａ+Ｂ+Ｃ) 80,734,361

 資金期首残高 1,529,462,385

 資金期末残高 1,610,196,746

キャッシュ・フロー計算書
（令和6年4月1日～令和7年3月31日）

金　額
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1. 事業の概要 

(1) 下水道の状況 

 
     下 水 道 事 業 の 状 況

(上下水道部総務経営課提出資料より：各年度末現在)  

％ 水 洗 化 率 の 推 移

※令和4年度までは農業集落排水事業及び小規模集合排水事業を含まない。

79.12 
81.50 82.45 82.38 82.79 

75

80

85

90

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和 5 年度 令和 6 年度
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％ 施 設 利 用 率 の 推 移

※令和4年度までは農業集落排水事業及び小規模集合排水事業を含まない。

60.45 58.92 59.65 

55.25 

59.53 

55

60

65

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和 5 年度 令和 6 年度

 
 

(2)  建設改良事業 

％ 管 渠 老 朽 化 率 の 推 移

※令和4年度までは農業集落排水事業及び小規模集合排水事業を含まない。

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 
0.0

0.5

1.0

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和 5 年度 令和 6 年度
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2. 予算及び決算の状況 

(1) 収益的収入及び支出 

 

収益的収入 (単位：円、％)

収益的支出 (単位：円、％)
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(2) 資本的収入及び支出 

 

資本的収入 (単位：円､％)

資本的支出 (単位：円､％)
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補 塡 財 源 調 書   （単位：円）

  



3. 経営成績

比 較 損 益 計 算 書
（単位：円、％)

-  65  -



   収益構成( 千円）

   費用構成（ 千円）

 収益及び費用の内訳

2,294,687

2,328,323
管渠費 3.4%

ポンプ場費 4.8%

処理場費

19.0%

総係費 2.2%

業務費 2.9%
減価償却費

56.5%

資産減耗費 0.2% 支払利息

8.0%

雑支出 0.5%

補助金 0.1%

特別損失 2.4%

下水道使用料

27.8%

他会計負担金

7.6%

その他営業収益 0.0%

受取利息 0.0%

他会計補助金 40.8%

補助金 1.1%

⾧期前受金戻入

22.5%

雑収益 0.0%
特別利益 0.2%

営業収益

35.4%
営業外収益

64.4%

営業費用

89.0%

営業外費用 8.6%

特別損失 2.4%

特別利益 0.2％

- 66 -
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(1) 営 業 損 益 

①  営 業 収 益  

②  営 業 費 用  

③  営 業 損 益  

 

 

％ 経 費 回 収 率 の 推 移

※令和4年度までは農業集落排水事業及び小規模集合排水事業を含まない。

90.89 
92.43 96.12 93.04 

87.59 

85

90

95

100

105

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和 5 年度 令和 6 年度

健全経営目安(100％以上)

 
 

円 汚 水 処 理 原 価 の 推 移

※令和4年度までは農業集落排水事業及び小規模集合排水事業を含まない。

189.30 186.35 

179.28 
182.43 

194.76 

170

180

190

200

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和 5 年度 令和 6 年度
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(2) 営業外損益 

① 営業外収益 

② 営業外費用 

③ 営業外損益 

(3) 経 常 損 益 

 

％ 経 常 収 支 比 率 の 推 移

※令和4年度までは農業集落排水事業及び小規模集合排水事業を含まない。

105.93 106.40 

102.51 
102.17 

100.82 
100

105

110

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和 5 年度 令和 6 年度

健全経営目安(100％以上)

 

 

(4) 特 別 損 益 
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(5) 当年度損益 

 

％ 累積欠損金比率の推移

※令和4年度までは農業集落排水事業及び小規模集合排水事業を含まない。

0.0 0.0 0.0 

17.03 19.27 

0.0

10.0

20.0

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和 5 年度 令和 6 年度

 
 

 



4. 財政状態

     （単位：円、％）

比    較    貸    借    対    照    表

-  70  -
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(1) 資  産 

① 固定資産 

％ 有形固定資産減価償却率の推移

※令和4年度までは農業集落排水事業及び小規模集合排水事業を含まない。

7.38 
10.67 13.33 14.92 17.87 

5

15

25

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和 5 年度 令和 6 年度

 

② 流動資産 

未 収 金 等 の 状 況      (単位：円、％)

※未収金は下水道使用料の納期未到来分（2月分は4月納期・3月分は5月納期）を含む.
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％ 流動比率の推移

74.87 
98.95 91.16 95.00 83.23 

0

50

100

150

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和 5 年度 令和 6 年度

健全経営目安(100％以上)

 

 

 

(2) 負債及び資本 

 固定負

② 流動負債 

（単位：円）企 業 債 の 概 況
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％ 企業債残高対事業規模比率の推移

※令和4年度までは農業集落排水事業及び小規模集合排水事業を含まない。

403.05 
271.21 

27.55 73.28 

449.16 

0

200

400

600

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和 5 年度 令和 6 年度

 
 

③ 繰延収益 

④ 剰 余 金 

 

(3) キャッシュ・フロー 
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5. むすび 



別 表 1

（単位：千円）

営業収益 ( )＋営業外収益 ( )

営業費用 ( )＋営業外費用 ( )

当年度未処理欠損金 ( )

営業収益 ( )－受託工事収益 ( )

流動資産 ( )

流動負債 ( )

企業債現在高合計( )－一般会計負担額 ( )

営業収益 ( )－受託工事収益 ( )－雨水処理負担金 ( )

下水道使用料 ( )

汚水処理費(公費負担分を除く) ( )

汚水処理費(公費負担分を除く) ( )

年間有収水量 ( )

晴天時一日平均処理水量 ( ㎥/日）

晴天時現在処理能力 ( ㎥/日）

水洗便所設置済人口 ( 人 )

処理区域内人口 ( 人 )

有形固定資産減価償却累計額 ( ）

( ）

法定耐用年数を経過した管渠延長 ( km)

下水道布設延長 ( km)

改善(更新･改良･修繕)管渠延長 ( km)

下水道布設延長 ( km)

（注）1.　上記表の数値は、地方公営企業決算状況調査（決算統計）の数値を使用している。

　　　2.　県下企業は、大分県公表の経営比較分析表（大分県内22事業）の平均値を使用している。

0.62
0

358

老
朽
化
の
状
況

経
営
の
健
全
性
・
効
率
性

(円)

(％)

(％)

(％)

施 設 利 用 率

34,724

41,944
×100

×100

有形固定資産のうち償却対象資産の帳簿原価 41,174,469

7,356,827

727,471

3,735,132

12,408

20,843

×100

-
  7

5
  -

25.0717.03

(％)

(％)

358

0

×100

×100

1.
有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 率

17.87

×100

2. 管 渠 老 朽 化 率 0.00

14.92 17.62

×100
10,969,530

173,726

0.00

59.53 55.25 48.97

194.76 182.43 190.99

(％)

当該年度に更新した管渠延長の割合を表し
た指標で、管渠の更新ペースや状況が把握
できるものである。

3. 管 渠 改 善 率 0.00 0.00

使用料等の収益で維持管理費等の費用をど
の程度賄えているかを示すもの。100％以
上であれば単年度の収支が黒字である。

有形固定資産のうち償却対象資産の減価償
却がどの程度進んでいるかを示す。数値が
高いほど法定耐用年数に近い資産が多いこ
とを示す。

812,080
100.82 102.17 99.67

法定耐用年数を超えた管渠延長の割合を表
した指標で、管渠の老朽化度合を示す。数
値が高いほど法定耐用年数を経過した管渠
を多く保有していることを示す。

1,478,526

201,017

0.03

82.38

7.

6. 汚 水 処 理 原 価

73.28 920.09
使用料収入に対する企業債残高の割合であ
り、企業債残高の規模を表す指標である。

2,070,860

処理区域内人口のうち実際に水洗便所を設
置し汚水処理を行っている人口の割合を表
した指標で、100％となっていることが望
ましい。

8. 水 洗 化 率 82.79 80.77

1. 経 常 収 支 比 率

使用料で回収すべき経費を、どの程度使用
料で賄えているかを表す指標で、100％以
上であることが必要である。

5. 87.59 93.04 83.85経 費 回 収 率
637,201

727,471

施設・設備が一日に対応可能な処理能力に
対する処理水量の割合で、明確な数値基準
はないが、一般的には高い数値であること
が望まれる。

有収水量１㎥当たりの汚水処理に要した費
用で、汚水資本費・汚水維持管理費の両方
を含めた汚水処理に係るコストを表す指標
である。

95.00 65.72
1,457,686

1,751,440
3. 流 動 比 率

短期債務に対して応ずべき流動資産が十分
あるかを示し100％以上が必要であり、理
想比率は200％以上である。

経　　営　　比　　較　　分　　析　　表

算　　　　　　出　　　　　　基　　　　　　礎 6年度

5年度

中津市
県下
企業

営業利益に対する累積欠損金の状況を表す
指標で、累積欠損金を発生していない0％
であることが求められる。

×100

説　　　　　　　　　　明

(％) 449.16

累積欠損金比率

(％)

2.

分    析    項    目

812,080

156,513

0
×100 19.27(％)

(％) ×100

企 業 債 残 高 対
事 業 規 模 比 率

13,836,786

812,080 0
4.

83.23



別 表 2

　(単位：円)

区　　　　　　　分

 １．業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　 当年度純利益 △33,635,973

　　 　減価償却費 1,314,720,739

　　 　固定資産除却費 3,736,003

　　 　固定資産売却益（△は益） 0

　　 　引当金の増減額（△は減少） △2,762,502

 　　　長期前受金戻入額 △515,463,290

　　 　受取利息及び受取配当金 △248,969

　 　　支払利息 185,618,511

　　 　未収金の増減額（△は増加） △12,294,397

　　 　貯蔵品の増減額（△は増加） 0

　　 　前払金の増減額（△は増加） △39,823,920

　　 　未払金の増減額（△は減少） △174,390,663

　　 　前受金の増減額（△は減少） 0

　　 　預り金の増減額（△は減少） 64,119

小　計 725,519,658

　 　　利息及び配当金の受取額 248,969

　　 　利息の支払額 △185,618,511

計　(Ａ) 540,150,116

 ２．投資活動によるキャッシュ・フロー

　　 　固定資産の取得による支出 △1,141,036,873

　　 　固定資産売却による収入 0

　　 　補助金による収入 532,494,944

　　 　受益者負担金・分担金による収入 40,307,188

計　(Ｂ) △568,234,741

 ３．財務活動によるキャッシュ・フロー

　　 　企業債による収入 794,100,000

　　 　企業債の償還による支出 △926,779,257

　　 　他会計からの借入による収入 0

計　(Ｃ) △132,679,257

 資金に係る換算差額 0

 資金増加額（又は減少額）　(Ａ+Ｂ+Ｃ) △160,763,882

 資金期首残高 1,264,344,842

 資金期末残高 1,103,580,960

キャッシュ・フロー計算書
（令和6年4月1日～令和7年3月31日）

金　額
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